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１. 論 題
本稿は, 中小企業研究における調査とそれに基づく分析 (以下, 調査とそれに基づく分析と
を両者一体のものとして考え, 調査・分析と略称) について, 基礎的諸問題に立ち戻って論じ
たものである｡ 中小企業研究における調査それ自体の重要性あるいは調査に基づく分析の必要
性の主張については, 当然すぎる課題であって, その技術的・実務的諸問題を除いては, 改め
て取上げて論議する余地のない問題であると見なされるかもしれない｡ しかし, 筆者は, 行論
のうちに明らかにするように, 中小企業研究の今日的時点に立つならば, 調査・分析の基礎的
諸問題について再検討・再評価することが要請されていると考える｡
それゆえ, 以下では, まず最初に, 中小企業研究の今日的意義を述べ, それを踏まえて, そ
の調査・分析の現状を考察し, そこでの問題を提示する｡ その上で, その問題の解決に接近す
るための, 現在切り拓かれつつある研究環境の進展を確認するとともに, その研究環境の下で
の期待される調査・分析の新たな地平を提示し, 最後に, その地平における中小企業研究を展
望することにしたい｡ それゆえ, 考察の範囲が拡大し, 検討項目も多岐に亘り, それぞれに対























役割の広がり１) から, 今日の中小企業研究は新たな段階に移行することが要請されている｡ そ
のように考える根拠について次のように述べることができる｡ 現代資本主義経済, すなわち,
第２次世界大戦後の先進国経済, ほぼ  世紀後半のそれの基本的特徴は, 大企業が主導する経
済であったということである｡ そのような特徴は, 戦後の復興期においても, その後の成長経
済期においても, そうであった｡ さらに,     年代における現代資本主義の ｢変質｣２) 以降に
おいても大企業が大金融機関と従来にも増して一体となって主導性を発揮してきた｡ しかしな
がら,     年代以降, すなわち, 世界の政治・経済体制における冷戦構造終結後における先進
国経済は, 大企業が本格的にグローバル経営に乗り出すことによって, それぞれの国民経済に
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１) 現代資本主義経済における中小企業の位置と役割については, 大林弘道 [     ] を参照されたい｡
２)     年代における現代資本主義の ｢変質｣ について, 今日においては, 正確には    年の  世界的
金融危機 以後においては, その内容の細部の相違を伴うが, 学派・立場を超えて共通認識になって
きているように思われる｡ 本稿では, その ｢変質｣ について, 最も早い時期に, 最も厳格に規定した
井村喜代子 (    ) 以降の一連の著書の定義に依拠している｡ すなわち, ｢｢金・ドル交換｣ 停止・
｢初期   体制｣ の変動相場制への移行と, 新自由主義政策の台頭｣ (井村喜代子 (    ),    ) に
よる戦後資本主義＝現代資本主義の ｢変質｣, すなわち, ｢実体経済から独立した投機的金融活動｣
(井村喜代子 (    ),     ) の恒常化, ｢世界的金融危機を惹起する諸連鎖｣ (井村喜代子 (    ),    ) の構築, ｢実体経済の歪み｣ (井村喜代子 (    ),      ) の出現である｡ ただし, 筆者は,
本論においてこの ｢変質｣ の過程における中小企業の役割の増大を付加している｡
３) ｢産業空洞化｣ を, 専ら製造業の衰退, 産業構造の ｢サービス産業化｣ として捉え, また, それを
強調し, そのことをもって産業構造の転換と理解することは, 表面的・一面的である｡ 確かに, それ
らは現象的に容易に把握できることではあるが, 各国国民経済の資本・企業の規模別編成においては,












有の重要性も強調されなければならない｡ それゆえに, 本稿では, 以上のような中小企業研究
の今日的重要性を念頭に改めて調査・分析について考察するのである｡
(2) 中小企業研究の調査・分析の現状と問題
自然科学の研究において, 何らかの  実験 が分析の前提であるように, 社会科学において
は, 何らかの  調査 が分析の前提である｡ 社会科学における経済学・経営学・社会学・法学
等においても, そして, それらの混合的な一分野と考えられる中小企業研究についても変わる
ところがない｡ しかしながら, 中小企業研究においては, 調査の必要性を一般的に指摘するだ










４) 現代資本主義, とりわけ    年の ｢世界的金融危機｣ 以降においては, 資本主義経済の将来につい





５) 現時点での日本経済の政策課題の核心は, 第２次安倍政権以降の経済政策, ｢アベノミクス｣ の
｢恩恵｣ が ｢地方経済｣, 中小企業・小規模企業に及ばないという点に存在していることである｡ ｢ア
ベノミクス｣ と中小企業との関係については, 差し当たり, 大林弘道 (    ) を参照されたい｡










てきたということである｡ とはいえ, 日本においては, そのような政策から要請される調査自
体は, 戦前・戦後を通じて, 農業・農村研究等と比較してはるかに少なかった８) のである｡ そ
れゆえに, 中小企業における何らかの問題を解明しようとする研究にはまずは調査ということ







ものとして高く評価されるべきことであるが, 他面では, 調査そのもの, およびそれに基づく
分析に研究上の諸問題を生み, 課題を提起することになっているのである｡
問題の第１点は, 戦後の高度成長期以降,     年代後半の ｢二重構造論｣９) の普及, また,
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７) 研究方法論としての帰納的方法の創造性の意義については, 高木貞治 (    ) における次のような











９) ｢二重構造論｣ それ自体は, 確かに現実によって乗り越えられてしまったが, ｢二重構造論｣ の普及
は, 中小企業の存在を日本経済論に組み込んだ点で, また, それに伴い後述する中小企業の統計的把
握の必要が喚起され, 努力されることになった点において, 研究上の大きな貢献があった｡
    年代後半以降の ｢革新自治体｣ の拡大  ), そして, その後の金融機関・民間研究機関の調
査の展開等々を契機に, それらの消長を伴いつつ, 中小企業に焦点を当てた調査数も急速に増
大し, 調査結果の分析も膨大になってきている｡ しかし, 調査は調査数自体の膨大さに関わら
ず, 個々の調査の個別性が強く, 一過性の調査に終わってしまっている場合が少なくないと言
えるであろう｡ したがって, 日本経済, あるいは, 産業構造等の認識を深めるという意味にお
いて, そのような調査の個別性をいかに克服するかという課題が存在していたし, 今も存在し





性が軽視され, 統計数値の算出が平均値を中心とするようになった｡ そのため, 調査対象の個
性が見出せず, 中小企業を対象にした場合, 平均値からは想像できない分散の範囲が大きく,
多様性も広いはずだという批判が生まれたのであった｡ そのような批判は, 調査の上では, 典
型の発見という方法, 典型論の強調となっていったのである｡ このような典型論は, 多くの場
合, 特定の典型がなにゆえ典型となりうるかの議論が乏しく, 典型が主観的な観点から選び出
されることが増加し, 調査自体の客観性に疑問を持たれるようになり, 事実上, 平均値批判か
らする典型論はその後影を潜めることとなった｡
とはいえ, このような典型論の主張は, 調査の結果の分析における平均と分散, 少数をどの








いるようにも思われる｡ したがって, いま, 改めて中小企業研究における数量的研究の必要性
が検討されなければならないであろう｡
中小企業研究における調査・分析の新たな地平    
  ) 日本経済の ｢高度成長｣ とともに, 中小企業近代化政策が推進され, 一方で, そうした政策の効果
や必要を積極的に証明するための調査が盛んになったが, 他方で, 各地において経済成長の ｢歪み｣
とされた現象が急増するに及んで, 政権与党に組みしない ｢革新自治体｣ が誕生していった｡ その際,
経済成長を支える  経済理論 に対して  事実の提示 が有力な用具となり, 調査が増大した｡
(3) 中小企業研究環境の変化・進展
以上の中小企業研究における調査と分析における３つの問題を以下改めて中小企業研究にお
ける調査論, 統計調査論, 数量分析論として検討することにしよう｡ なお, それらの諸論の検
討に入る前に, 今日におけるいわば中小企業研究環境の変化・進展について確認をしておきたい｡










引上げ, 利活用の容易さを飛躍的に高める可能性がある｡ このことは, 中小企業研究分野にお
いて大きな恩恵をもたらすであろうと期待される｡
第４に, 以上のような諸傾向は, 社会の民主主義的性格が強まるならば, 中小企業の多数性
と多様性に応じて国民の関心や共感を広め, 強め, 調査・分析の強化や拡大を可能とするであ
ろうことも強調しなければならない｡ もちろん, 逆は逆になる可能性もある｡
第５に, 近年の調査・分析における統計ないしは統計学に関するリテラシー (以下, 統計リ
テラシーと略称) の国民への普及とその水準が今後飛躍的に進むと予想されることである｡ 日
本の大学制度においては, 欧米のそれと異なり, 統計学部ないしは統計学科が存在しないこと
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たが, 中小企業調査論そのもの, さらには社会科学一般における調査論そのものの研究は現在な
お乏しいと言うことができるであろう｡ 後者の意味での調査論の嚆矢として, 蜷川虎三 (    )
を挙げることができる｡ それは, 戦時経済下におけるがゆえの問題意識の強調や研究・学問の自
由の上の諸制約はあるが, 驚くほど今日的な諸問題の存在を前提に一般的調査論そのものを論議
している｡ また, それは決して長い論文ではないが, 論ずべき多くの課題, すなわち, 調査目的,
調査対象, 調査方法, 調査実施, 調査総括が個々に, そしてそれらの相互の関係の問題を提起
し, 論じている｡ ここではそれらについて詳細に議論することはできないが, 上述した中小企業
研究における調査・分析の観点から若干の点について言及しておきたい｡ 以下, 筆者が大事と考
える諸点を箇条書きにするとともにその根拠となっている文章を引用しておくことにする｡
① ｢調査の客観性｣ を強調するだけでなく, そのためにも, いわば調査の一般理論が必要で
あることを提起している｡
｢調査が ｢調査｣ たるためには, ｢調査の客観性｣ が重要であり, 何人も納得しうる調査でな
ければならぬ｡｣  )
｢ところが, 調査に就いては, 少なくとも社会に関する組織的に検討言うものは全然ないと
いっていいのである｡ ただ ｢統計調査｣ に就いてはその方法の特殊のため特に統計学の於い













  ) 蜷川虎三 (    ),       ) 蜷川虎三 (    ),       ) 蜷川虎三 (    ),       ) 蜷川虎三 (    ),     
























上に紹介した蜷川虎三 (    ) が一般調査論の嚆矢とすれば, 中小企業調査としての特殊調
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  ) 蜷川虎三 (    ),       ) 蜷川虎三 (    ),       ) 蜷川虎三 (    ),       ) 蜷川虎三 (    ),       ) 蜷川虎三 (    ),     
査論のそれとして小宮山啄二 (    ) を挙げることができるであろう｡
( ) 特殊調査論―小宮山啄二の場合
小宮山啄二 (    ) は, ｢第一編 Ⅳ 中小工業の問題点｣ ｢付録 中小工業分析に関する覚
書の断片｣ を中心に全体を通じて, 事実上, 蜷川虎三 (    ) が強調している一般調査論と区
別される特殊調査論に相当する問題に取り組んでいる｡ それゆえ, 次に, ( ) と同様に, 大




たので, 私は屡々大都会のスラムに, 輸出港の背地に, 大工業地区の周辺に, 連なり群がる




②研究対象であり, 調査対象である中小工業問題の問題性を明確に考察している｡ なお, こ











③ ｢付録 研究に対する若干の具体的手続｣ として事実上の調査論が述べられ, 個別調査の
中小企業研究における調査・分析の新たな地平    
  ) 小宮山啄二 (    ),      ) 大林弘道 (    ) を参照されたい｡  ) 小宮山啄二 (    ),      
必要な対象としての具体的生産部門や地域を列挙するとともに, それらの総体的な総括＝全体

























このような小宮山啄二 (    ) における中小企業調査の意義については, 後述の検討におい
てさらに強調する｡
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  ) 小宮山啄二 (    ),       ) 小宮山啄二 (    ),     
(2) 統計調査論






史 (     ,      ) において, 提起された ｢訪問回収方式による全数調査｣  ) である｡







第１の点は, 中小企業を対象とする統計調査において, たとえ全数調査であっても, 回答率
が低くなることは, 中小企業研究上の大きな悩みであったが, 郵送回収等に代わる訪問回収に
よって, 回答率の低さを克服しようとする問題提起である｡ 第２の点は, 今日における中小企
業研究の課題に連動する問題である｡ すなわち, 産業構造上の ｢新しい可能性｣ の発見の問題
である｡ この ｢新しい可能性｣ の問題を統計調査論との結合において課題を提起したことに意
義がある｡
とはいえ, 全数調査については, 標本調査との対比における様々な議論があり, 全数調査の
問題の存在は確認されている｡ ここでは, 全数調査対標本調査の議論に対して, 次の指摘を採
用して, 上記の ｢訪問回収方式による全数調査｣ の意義を再度確認しておきたい｡ すなわち,
佐藤郁哉 (    ) は, 社会調査における統計調査の問題として, サンプルサイズと標本誤差と
の関係について, ｢母集団のサイズが十分大きい場合は, 標本データにもとづく推定値の精度
は, 母集団のサイズとサンプルサイズの相対的な割合でなく, もっぱらサンプルの絶対数によ
って決まる点｣  ) の重要性を指摘している｡ 逆に言えば, 母集団のサイズが小さい場合には,
中小企業研究における調査・分析の新たな地平    
  ) 植田浩史 (     ),       ) 植田浩史 (     ),       ) 植田浩史 (     ),       ) 佐藤郁哉 (    ),      
母集団サイズとサンプルサイズとの相対的な割合が推定値の精度を左右するのである｡ したが
って, 特定地域の企業調査や産業構造調査のような場合, 全国規模の調査と比較して, 母集団
サイズは相対的に小さいのであるから, 全数調査の問題点の克服に向けた努力に傾注する方が,
調査としての成果が期待されるであろうと言える｡
さらに, 佐藤郁哉 (    ) は, 母集団の事例の多様性という問題について, ｢多様であれば
あるほど, より大きなサンプルサイズが要求される｡ 極端なケースとしては, 母集団に含まれ
るすべての人が互いに異なる意見を持っているような場合は, 全数調査をおこなう必要があ
る｡｣  ) と指摘している｡ 現在全国で進められている地域的な企業調査は, 必ずしも, 上の ｢極
端なケース｣ に当たらないが, 企業の多様性を検討する必要性が大きいのであるから, 全数調
査の実施の可能性の追求は不可欠のことである｡ また, ｢訪問回収方式｣ についても, 一般的
に回答率の引上げということだけを指摘するのでなく, ｢回答しなかった人々に関する情報を
取りこぼすことによってもたらされる調査結果の歪み｣  ) を意味する, いわゆる ｢無回答バイ
アス｣ を減少させる効果があることは言うまでもない｡
次に, 中小企業研究における調査・分析の観点から統計調査論として注目されるもうひとつ
は, 中小企業を調査対象とする景況調査である｡ ここでは, 筆者が年来抱いてきたひとつの論
点のみを取上げたい｡ 現在, 中小企業の景況調査として代表的な３例, すなわち, 中小企業庁
・中小企業基盤整備機構による調査 (以下, 中小企業庁調査と略称), 日本政策金融公庫 (前
中小企業金融公庫) による調査 (以下, 日本政策金融公庫調査と略称), 中小企業家同友会全
国協議会による調査 (以下, 中同協調査あるいは   と略称) を検討してみると, 各々の調
査対象は, それぞれ ｢商工会・商工会議所・中央会｣ の会員企業, 日本政策金融公庫の取引先
企業, 中同協を構成する都道府県同友会の会員企業であり, それらの企業群から業種・地域・




その際, 上記三者の調査結果の特徴を比較・検討すれば, 次のような諸点が確認される｡ た
とえば, 菊池進 (    ) は, 中同協調査を対象に次のように指摘している｡ ｢変化方向の  
値の推移比較 (中小企業庁調査, 日本政策金融公庫調査に比べ) から明らかになったことは,
サンプル数が少なくとも, 業種の偏りが大きくなければ, 変化方向は把握できる｡ 波形でそれ
が捉えられ, 振幅や深度で回答企業層の優劣特性が示される｡｣  ) そして, ｢中小企業庁調査の
回答数は     である｡    は  分の１くらいの小粒な調査である｡ それでも, この  数年
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  ) 佐藤郁哉 (    ),        ) 佐藤郁哉 (    ),        ) 菊池進 (    ),      
間の市場の活性度の強弱 (景気の変動) をはっきりとらえられていることがわかる｡ しかも,
波の振幅が大きく, メリハリの効いた回答となっている｡ これは,    は不変, 横ばい回答
が少なく, 好転・悪化, よい・悪い, の判断が明確に示されているからである｡｣  ) 要するに,
三者は, それぞれ特徴を持ちながら, いわば同調している｡ と同時に, サンプル数の大きさの
みが必ずしも調査目的を満足させる要因ではないことを示唆している｡
さて, その上で, 上述の問題について, たとえば, 中小企業庁調査を対象に, 中小企業基盤















認識している調査なのである｡ そして, その調査結果の公表は, 社会への伝達とともに, 自ら
への伝達という二面性を他分野の調査より強く持っている｡ 菊池進 (    ) は, 中同協調査に
ついて, 次のような役割を指摘している｡ すなわち, ｢会員の経営動向の把握と良い経営を目
指す運動とを結びつける｣ ｢調査結果を整理し, 立ち位置, 計画修正などを考える材料を提供
する｣ ｢定期調査を基礎にオプションや特別調査を試み, 政策活動に活かす｣ ｢行政や金融活動
との協議や政策活動に使える資料を用意する｣  ), あるいは, ｢経営の振り返りのきっかけ｣
｢計画修正, 先行きを考えるきっかけ｣ ｢自社のポジションが確認できる｣ ｢景気を見通す力を
つける｣ ｢行政との協議でも使える資料｣  ) 等々である｡
中小企業研究における調査・分析の新たな地平    





ち, 統計データが実証資料として常に利活用されてきたことを意味している｡ とはいえ, 中小
企業白書を除けば, 中小企業の全面的な統計的な分析となると現時点でも依然として少ないと
言えるだろう｡ その代表作は, いまなお中小企業調査会編 (    ) であるとしなくてはならな
いであろう｡ 同書は, 全   頁のうちに表   , 図  が掲載されている｡ ほぼそれだけの統計が











そして, ここでいう ｢問題を総観し, 評価｣ する分析や ｢いっそう立ち入った分析｣ に向け
た努力が, 中小企業基本法の制定の準備の過程, また, 初期の中小企業白書で行われていたと
考えられるが, その後は, とりわけ ｢問題を総観し, 評価｣ するという方向は, 中小企業研究
の中でも広がらず, 後述するように, むしろ後退し, それと切り離された形の実態調査と実証
分析という傾向が継続していったと思われる｡
その背景には, 中小企業調査会編 (    ) が下記のような分析視角に立っており, それがい
わば ｢通説｣ あるいは ｢マルクス経済学的見解｣ として普及され, 流布されたことによって,
適切ではない, 不当な批判の中に置かれたことも原因であった｡ その結果, ｢問題を総観し,
評価｣ する研究の方向も, そのための地道な記述統計の収集も, それを駆使した統計的研究の
方法論も後退してしまったのである｡
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  ) 中小企業調査会編 (    ),    
｢本書において, われわれの意図するところは, 日本の産業における中小企業の地位と役割
を統計的に観察し, 中小企業問題を評価することにある｡ 中小企業問題は工業化の過程にお






つまり, 上のような ｢二重構造｣ 論を批判するために, その一方向として中小企業の ｢記述
統計｣ 的研究が引き合いに出され, それが ｢平均値｣ の過大重視だと批判され, 既述のように




採用されるとともに, 中小企業研究分野にも近年急速に浸透し, 普及してきている｡ それゆえ,
以下では, 中小企業研究を念頭に計量経済学的研究について, まず, 計量経済学の方法的基礎
を確認し, 中小企業研究における計量経済学的方法について若干検討することにしたい｡
まず, 計量経済学それ自体の展開は, どのように理解されるであろうか｡
計量経済学は, 最初にマクロ経済に適用され, ｢マクロ計量経済モデル｣ として定着したが,
その予測の不十分性から ｢時系列モデル｣ が優勢を占めるようになり, 予測力の維持が図られ
た｡ 前者は ｢理論に裏付けられた計測｣ とされ, 後者は ｢理論無き計測｣ とされた｡
たとえば, 佐和隆光 (    ) は次のように言う｡
｢かつて    年代末頃には, 計量経済学は現実経済の分析や予測のための万能薬のように言
われ, かつ思われていた｡ しかしながら,     年のオイルショック以降, 日本経済そして世
界経済の構造が大幅に変化したこともあって, 過去のデータの当てはめを基本とする経済計
量分析に関する懐疑の念がそこかしこで醸成され始めた｡ また,   年代後半には, ケインズ
経済学の権威は失墜し, その挙句に, ……時系列モデルが, 少なくとも予測力という点にお
いて, マクロ計量経済分析を凌ぐモデルとしてもてはやされるようになった｡｣  )
中小企業研究における調査・分析の新たな地平    
  ) 中小企業調査会編 (    ),       ) かつて中小企業庁より 『中小企業統計要覧』 が編纂され, 刊行されたことがあった｡  ) 佐和隆光 (    ),   １
このような計量経済分析の状況に対して, その時点で佐和隆光 (    ) は次のように述べて
いた｡
｢計量経済分析のねらいが, 単に近未来の経済動向を数量的に予測すること, のみに限られ
ているわけではない｡ 経済理論の現実妥当性を確かめたり, 然るべき経済理論の枠組み (パ
ラダイム) にそくして, 現実経済の動向に関する, 筋道だったシナリオを書くことなど, 計
量経済分析のなすべきことは多い｡ もともと ｢理論に裏付けられた計測｣ と ｢計測に裏付け
られた理論｣ の構築が計量経済分析のねらいであることを確認した上で, 計量経済分析の再
評価がなされてしかるべきだ, と私は考える｡｣  )
ここでいう, ｢再評価｣ の内容それ自体はその後の過程で努力されてきており, 計量経済学
の各分野への普及が進展したと, 筆者は考える｡ その際, 計量経済学がマクロ経済分野でなく,
マクロ経済の基礎としてのミクロ経済という考え方の普及とともにミクロ経済分野にも浸透し
ていったことが, 中小企業研究へ計量経済学的方法の普及と軌を一にしていた｡ ミクロ計量経済学 の普及を提唱する北村行伸 (    ) は, ｢経済学の分野では, ミクロ統
計データを実証するときに用いる統計手法を一括してミクロ計量経済学と呼んでいる｡｣  ) それ
は, ｢企業経済学, 労働経済学, 消費者行動などの分野でもちいられてきた｡｣  ) つまり, ミク
ロ経済学の理論的命題を統計的に検証しようというものである｡ そして, このミクロ経済学の
｢神髄は一般均衡理論｣  ) であるとされている｡ それゆえに, ミクロ計量経済学は利用可能なミ




次に, 以上のような計量経済学の展開を踏まえて, 現今の標準的な基本書によって, 計量経
済学の基本的考え方を既述の記述方法で確認しておこう｡
まず, グリーン,     (    ) の場合を見よう｡
①計量経済学は, 統計学, 経済理論, 数学の統合的な学問である｡
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  ) 佐和隆光 (    ),      ) 北村行伸 (    ),      ) 北村行伸 (    ),      ) 北村行伸 (    ),      ) 北村行伸 (    ),     ‒ 
｢計量経済学は, 経済統計とは決して同一ではない｡ また, いわゆる一般的経済理論の相当
の部分は数量的色彩をもつが, これとも同一ではない｡ また計量経済学は数学の経済学への

























る｡ １. モデルが過度に単純化されている｡ ２. 仮定が非現実的である｡｣  )
｢過度な単純化との批判に対して, 単純化されたモデルから出発して, 段階的により複雑な
モデルを構築する方がよいとの反論もできる｡ これは        による考えである｡｣  )




数は ｢攪乱項｣ というカゴに入れる｡ ここに経済モデルと計量経済モデルの区別が生じる｡
経済モデルは, 経済 (あるいは, 経済の１部門) の行動を近似的に描写する仮定の集合であ
り, 計量経済モデルは次の点からなっている｡｣  )
｢１. 経済モデルから導出される行動方程式の集合｡ これらの方程式には幾つかの観測され
た変数と ｢攪乱項｣ (これは, 予測できない事がらと同様, モデルの目的に無関係と思える
すべての変数を求めて表現したもの) が含まれる｡ ２. 観測された変数に観測誤差があるか
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  ) マダラ,     (    ),      ) マダラ,     (    ),      ) マダラ,     (    ),      ) マダラ,     (    ),      ) マダラ,     (    ),      ) マダラ,     (    ),    
マクロ経済の場合においても, 一般均衡理論の枠組みやその命題の正当性をテストするように





ところで, このような計量経済学に対して, それを採用した研究の普及に伴って, 問題点が
提起されている｡ たとえば, 森田果 (    ) は, 法学研究における実証分析の立場から論議し
ているが, 計量経済学を取上げ, 次のように言う｡ すなわち, ｢計量経済学は, ……社会科学
の実証に特有な問題の克服に取り組んできているため, 法学における活用にも有用だからであ





に求めることになる｡ その方向性として, 森田果 (    ) が紹介するのは, ｢因果効果を推定
する方法｣ (以下では, ｢因果推論｣ と略称)  ) である｡ それは ｢大別して３つのアプローチ｣  )
があり, 多数の具体的な手法が開発されている｡ この ｢因果推論｣ は, 分析に伴なう種々の
｢バイアス｣ を考慮しなくてはならない｡ そうした ｢バイアス｣ はデータそのものに関するも
のから, 研究を支援するファンド等からの援助にも及ぶのである｡ そして, ｢因果推論｣ の方
法論上の特徴は, ｢因果効果の推定で使うアイデアは, 基本的に, 経済学はあまり関係なく,
むしろ純粋な統計学の考え方｣  ) にあることである｡
また, 計量経済学における因果関係の分析の弱点を克服する経済学の一方向が, ｢フィール
ド実験｣ である｡ 依田高典・澤田康幸 (    ) における澤田康幸の発言によれば, ｢フィール
ド実験が経済学に与えたブレークスルーには, ２点｣  ) ある｡ ｢一つは従来の経済学, 特に計量
経済学では明らかにすることが難しかった, 因果性にまで踏み込んだ点｣  ) である｡ ｢それまで
は, 単に説明変数と被説明変数の相関関係を見て｣  ) いたのである｡ ｢もう１つは, 計量経済学
中小企業研究における調査・分析の新たな地平    
  ) 森田果 (    ),      ) 森田果 (    ),      ) 森田果 (    ),      ) 森田果 (    ),        ) 森田果 (    ),        ) 森田果 (    ),        ) 依田高典・澤田康幸 (    ),       ) 依田高典・澤田康幸 (    ),       ) 依田高典・澤田康幸 (    ),     
の中で    年代に指摘された, 自己選抜バイアスの問題を避けることができるようになったこ
と｣  ) であるとされる｡ この場合, ｢自己選抜バイアスとは, 観察対象である経済主体, 消費者
や企業が自ら選択を行なうという変数が説明変数側に入ってくると, 内生性の問題が引き起こ
され, 推定値にバイアスを生じるという問題｣  ) である｡
以上の ｢因果推論｣ も ｢フィールド実験｣ も, 限られた分野であるにせよ, 強い関心が寄せ
られているようであるし, いずれも米国において進展を見せている｡ とはいえ, それらが,
｢理論なき計測の傾向｣ を帯びるのか, あるいは個別分野の理論に依拠するのか, 判然として













してきたのであるが, 中小企業研究は, 既述のように, 社会科学の個別分野でありながら, 既
存の一部門の研究ではなく, いわば学際的研究である｡ つまり, 筆者の見解では, 何よりも経
済学の問題であるが, それに止まらない, 経営学・社会学・法学等の知見をも必要としている
研究である｡ そして, 経済学, それも単に既成の理論の応用というような方法・観点では解明
できない研究分野である｡ 冒頭で述べたように, 中小企業研究は中小企業の今日的な存在と意
義から要請される新展開を必要とする研究であり, 現代の経済社会の総体的解明にも貢献でき
る課題である｡ したがって, 今日の中小企業研究とは, 理論的研究と実証的研究とが分離でき
ないのであって, 理論的研究と実証的研究の一体的努力こそ, 今日における中小企業研究を意
味あらしめる方向である｡
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のである｡ その理由は以下の通りである｡ 現在, 経済学の各分野共通の基礎理論とされている
と判断される立場は一般均衡理論の立場に立つ新古典派経済学と呼称される経済学 (以下, 現
代主流派経済学と略称)  ) である｡ 中小企業研究においても, 一般に基礎理論とされるのは,
この現代主流派経済学であるとされつつある｡ 中小企業研究に近年浸透しつつある経済学的認
識もそれに依拠するような傾向が強まっている｡
しかし, 中小企業研究においては, なお, 研究者の多くがそのような状況を納得的に受容し





いる場合が多いということができるだろう｡ それゆえに, 既に考察したように, 計量経済学に
中小企業研究における調査・分析の新たな地平    
  ) 現代主流派経済学とされる経済学は, 経済学の歴史において固有名詞 (あるいは固有名詞を特定で
きる人物の見解を踏襲する集団名) を冠して語られてきた経済学の名称として理解されるのではなく,
米国の大学・大学院カリキュラム上の経済学教科書における共通部分を指していると理解されている
ように思われる｡ いわゆるミクロ経済学, マクロ経済学と呼ばれる経済学である｡ とはいえ, そのよ
うな傾向がなぜ, いかに生じたかは解明すべき重大な課題であると筆者は考える｡ さらに, 日本にお
いてはそれらの経済学の傾向が強まっており, しかも, 経済学の学問発展の自然な流れというより,
大学における経済学の教育と研究において, いわゆる ｢参照基準｣ の導入が計られ, 事実上, 現代主
流派経済学が, 学生においても教員においても, ｢官許｣ ｢公認｣ の立場にあると理解され, その立場
における教育・研究が主流派化というより ｢独占化｣ が進捗しているように見える｡ しかも, そのよ
うな状況が何らの疑問も問題もないかのような状況であると受け取られてしまっている事態に筆者は
危惧と驚愕を禁じ得ない｡  ) ここで言う  寄与 について積極的に検討することが等閑視されてきたのは,  寄与 が了解済み
の問題であったからである｡ たとえば, 第  回経済理論学会における吉原直毅 (    ) の発言, すな
わち, ｢現在の経済学の流れは, 経済システムの基礎理論としては新古典派的な一般均衡理論で ｢完
成｣ され, かつ, 市場経済に見出される様々な現実的諸問題は ｢市場の失敗｣ 現象として位置づけら
れ, それらへの処方箋を ｢対処療法｣ 的に考察するという, 部分工学的傾向が強くなっており, それ





深く学んだ実証研究において, 政策問題や経営問題等を採用しながら, 森田果 (    ) に見ら
れるように法学的研究や佐藤郁哉 (    ) に見られるような社会学的研究が, 現代主流派経済
学の理論的枠組みはもちろんその社会観からも脱却する実証的方法論  ) への進展が見られるこ




な課題  ) は何かということと, それはいかなる理論での解明が可能であるか, そして, その理
論は, その理論のよって立つ理論体系上のその位置づけはどこであるかという問題を明らかに
することに進みつつある｡ 言い換えれば, 中小企業研究において, 何が中核的理論であり, そ
の理論はいかなる次元のものであるかが論ずべき問題である｡ 経済学のどのような学派的立場




の方法論としては原理論と現状との関係や  距離 が問題になるが, それは, 理論と現状とい
う二分法からでは解決せず, 資本主義経済の段階的な把握に照応する理論次元を確定すること
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  ) 森田果 (    ) は ｢実証分析に向き合う際の心構え｣ (     ) として, 次のように述べている｡
｢実証分析において重要なのは, それらの手法を利用する際の ｢理論｣ と ｢常識｣ だ｡ 多くの実証分
析の基本的アイデアは, 被説明変数の変化と説明変数の変化とを比較することにある｡｣ (     )
｢社会科学においては, 実証分析によって検証できる仮説よりも, 検証できない仮説の方が圧倒的に
多い｡ だから, ｢データによって裏付けられない仮説 (たとえば立法論) には依拠しない｣ というと
態度をとることは非現実的だ｡ 実証分析に過度の期待をかけることなく, 間接的な証拠として活用し
たり, 理論の一部を検証に活用したり (理論全体の正しさの推測に役立てる) するなど, 現実的で有
効な活用方法を模索していくべきだ｡｣ (     )  ) 渡辺俊三 (    ) は, ｢中小企業論のコアな研究分野｣ (     ) について次のように言う｡ すなわ
ち, ｢どのようなテーマ, どのような方法で研究を進めるにせよ, 研究それ自身は, 中小企業論研究
の出発の原点である中小企業の存立条件, 存立形態, 存立分野の研究に帰結する必要がある｡｣ (     ), あるいは, ｢中小企業のコアな研究分野とは, 中小企業の存立条件, 存立形態, 存立分野に加




一層の努力を持って臨まなければならないということである｡ とはいえ, 先進性のある, ある
いは, 先端性のある実証研究が総じて人的・資金的に研究スケール上の大規模化が進行してお
り, 研究の ｢特権化｣ の兆候もないではない｡ それに対しては, 一方では, 研究の公開性  ) が









この場合, 諸説が諸理論, 諸事実が諸データであると読み直せるが, この主張の大事な点は,
｢実証的な科学｣ への転化の条件として ｢相争う諸事実｣ の ｢隠された背景をなしている現実
の諸対立｣ を追加し, 設定していることである｡ 言い換えれば, データの ｢背景｣ をどう認識
するか, しかもそれを ｢現実の諸対立｣ として捉えることだとしているのである｡ このような
見解は, 既述の蜷川虎三 (    ) の ｢現実的な諸関係の実態｣ の重要性の指摘にも通底する立
場であろう｡
筆者が, このようなデータの ｢背景｣ の ｢現実の諸対立｣ を強調するのは, 調査・分析の方
法論上の観点だけでなく, 個別中小企業研究を通じて, 現代の経済社会の全体像の認識を深化
させることが必要であるし, 可能であると考えているからである｡ そして, 先に強調した理論
的研究の重要性も, 上述してきた方法上の諸問題の解決を可能にするからであり, また, それ
らの解決の成果が上記の全体像として統一的に理解されなければならないからである｡ 中小企
業研究の課題は多様であり, 確かに, それらの課題の研究の分類の問題があるが, ここで問題
にしていることは便宜的な分類ではない｡ 中小企業研究は既述のように個別的性格が強いので
あるが, それでも, そのような個別の中小企業研究が日本経済の認識として, さらには現代資
本主義経済の認識として生かされなければならない｡ 中小企業研究の個別性は, 調査・研究に
中小企業研究における調査・分析の新たな地平    
  ) とはいえ, 森田果 (    ) は ｢最近の経済学系のジャーナルでは, 他の研究社による再現可能性を
確保するために, データとプログラミングコードの公開を義務づけるものが次第に増えている｣ (    ) ことを指摘している｡  ) マルクス,   ・エンゲルス,   (    ),      
おける問題意識が徹底されればされるほど, そのような方向に向けた努力が必要となる｡ それ
ゆえに, 筆者が敢えて紹介したように, 小宮山啄二 (    ) が試みていたような ｢大体論｣ を
描くことによって個別研究における ｢個別論｣ の位置付けをしなければならないことを強調し
た所以である｡ つまり, ｢大体論｣ をいかに構築するかが課題となる｡ そのような課題は, 上
述した ｢背景｣ の ｢現実の諸対立｣ の把握の具体像として言い換えることもできるであろう｡
ここでいう ｢個別論｣ は, これまで述べてきたように, 方法は異なっていても, 一応調査に
よる実証的データも整備することもでき, それを分析することによって個別範囲・課題の研究
として完結するが, ｢大体論｣ では完結することはない｡ 小宮山啄二 (    ) の場合, 一方で
｢大体論｣ を提示すると同時に, 他方で ｢個別論｣ を展開し, その積み重ねることによって
｢大体論｣ を確認・補強しようとしていたと言える｡ そして, ｢大体論｣ としては, 著者自身が
当時の ｢企画院｣ の職員としての立場, あるいは, 当時の時代状況の制約の中から生まれた認
識を表明せざるを得なかったとも考えられるが, 他方で, 著者の個人の学問的研鑽から生まれ
た認識も表現されている｡
戦後の中小企業研究において, 個々の研究者は, 上述における意味で, 継続的研究態度とし
ては常時的に ｢個別論｣ に携わっていたのであるが, 論文発表においては, ｢大体論｣ への貢
献への言及を心掛けていたのであり, われわれは, そこに問題意識の焦点を学ぶことができた｡
しかしながら, 渡辺俊三 (    ) は, 大阪経済大学中小企業・経営研究所の ｢中小企業季報｣
の ｢文献目録｣ の論文・著書数を分析して,     年代を境に ｢総論的研究が全般的に減少する
のに対して, 各論的研究が増加している｡｣  ) 傾向を見出している｡ その意味で, ｢大体論｣ の
研究自体が後退し, ｢個別論｣ が ｢大体論｣ における位置づけの基盤が縮小していることが危
惧されるわけである｡ 数量的分析にも耐えうるデータを整備しながら, 現実適合的な全体像を,
どのような内容であれ, いかに描くかが重要になるのである  )｡
最後に, 研究のためのデータについて言及しなければならない｡ 中小企業の存在は, 研究者
のみならず誰にとってもありふれた存在であり, 既知のものとして認識されやすい側面がある｡
しかし, 研究データとしての中小企業は大企業と比較しても, さらに, 他分野と比較しても乏
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  ) 渡辺俊三 (    ),     なお, そこで指摘されている ｢総論的研究｣ は ｢大体論｣ と同義ではな
いが, ｢大体論｣ は ｢総論的研究｣ に含まれ, いわば骨格の議論であろう｡ 近年, 中小企業経営や中
小企業運動において, 日本経済や地域経済についての ｢ビジョン｣ ｢構想｣ 等の用語が多用されてき
ているが, そのことは ｢大体論｣ の必要性の現実における現れと考えられる｡ また, たとえば, 経済
を超えて社会全体の ｢大体論｣ として, 本田由紀 (    ) における ｢戦後日本型循環モデル｣ とそれ
に代わる ｢新たな社会モデル｣ の提起, およびそれらの提起についての ｢開かれた議論｣ (   ) を
呼びかけてることにも注目したい｡  ) 本稿で言う ｢大体論｣ と ｢個別論｣ との関係を深める方法論として, 説明が必要であるが, 佐藤郁
哉 (    ) の ｢調査技法｣ における ｢既存資料の利用｣ で展開されている ｢二次分析｣ は, 検討し学
ぶべき有効な方法を提起していると考える｡ そのような中小企業研究における立ち入った検討は他日
を期したい｡
しい存在である｡ それは研究上の問題  ) を投げかけてきた｡ 冒頭で述べたように, それゆえに,
中小企業の調査の必要性の根拠となるのであるが, 研究データの獲得という点で, 近年の状況
は大きく変化してきていると考えられる｡ 経済統計調査の充実, 一般統計の公開制度の進捗で
あり, また, 総務省統計局による ｢地域の産業・雇用創造チャート｣ や経済産業省による ｢地
域経済分析システム｣ 等が政府機関による分析用具とデータとの抱き合わせのツールとして公
開されつつある｡ これらは, 直接中小企業を対象にしたものではないが, 中小企業研究の立場
からも利活用するべき意義を持っている, と考える｡
同時に, 経済・産業・社会等の統計において, 企業規模別区分の進展が一層期待される｡ そ
れらは敢えて中小企業統計  ) と称されなくても, 大いに統計の利活用を推進するであろう｡ こ











依田高典・澤田康幸 (    ) ｢フィールド実験のすすめ｣ 『経済セミナー』, 第   号
伊藤公一郎 (    ) ｢フィールド実験への招待｣ 『経済セミナー』, 第   号
井村喜代子 (    ) 『現代日本経済論』 有斐閣
(    ) 『日本経済―混沌のただ中で』 勁草書房
中小企業研究における調査・分析の新たな地平    
  ) このことは, 数値データ・非数値データともども指摘できることであるが, 日本の中小企業研究に
おける ｢計量分析｣ の遅れを問題視し, その克服を督励する岡室博之 (    ) もその時点で ｢中小企
業の計量分析を行う場合の一番の問題は, データの制約であろう｣ (  ５) と述べている｡  ) 現在, 中小企業統計と考えられるのは, 中小企業庁のホームページの ｢統計情報｣ と ｢中小企業白
書｣ における ｢付属統計資料｣ である｡ 今後さらなる充実が期待される｡ しかし, 前者の規模別製造
工業生産指数において, かつては大企業指数と中小企業指数の両方が掲載されていたが, 現在では規
模別と言いながら, 残念ながら, 中小工業指数のみである｡ また, 規模別輸出額・輸入額, 産地概況
調査等が廃止されている｡ これらの統計の廃止の措置が ｢経済センサス｣ の開始といかに関係し, 補
填されうるのかについて今後検討したいと考えている｡
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